
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
表面にりん酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板において、
該りん酸亜鉛系皮膜の付着量が 0.5～ 3.0 g/m2であり、
該りん酸亜鉛系皮膜が 0.3～ 1.5 mass％の Niおよび 3.0～ 5.0 mass％の Mnを含有し、
さらに、算術平均粗さ Raが 1.0～ 2.0μｍ、かつ 10点平均粗さ Rzが 4.5μｍ以上であること
を特徴とするプレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性に優れた亜鉛めっき鋼板。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、主に自動車車体や家電製品に用いることのできる表面処理鋼板に関するもの
であり、より詳細には、プレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性の全てに優れた亜
鉛めっき鋼板に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
亜鉛系のめっきを施した鋼板は、自動車車体の車体強度が長期間の腐食環境下での使用に
よって低下しにくい材料であることから広く使用されており、わが国においては、主とし
て亜鉛系合金めっきである亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板と亜鉛－鉄合金めっき鋼板が使
用されている。
亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板は、電気めっき法によって製造されるのが一般的であるが
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、 Niが高価であるためコストが高くなり、また、 Ni含有量を極めて狭い範囲（通常 12±１
質量％）に制御せねばならず製造し難いという問題点がある。
また、亜鉛－鉄合金めっき鋼板は、亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板の場合と同様、 Fe含有
量による品質への影響が大きいため、極めて狭い範囲に制御しなければならず製造し難い
という問題点がある。
【０００３】
一方、近年における自動車メーカーのグローバル化や部品共用化に伴い、世界各地で入手
しやすい表面処理鋼板を使用できることが要求されている。従って、従来日本で主に使用
されていた製造困難な合金めっき鋼板から、製造しやすい電気亜鉛めっき鋼板や溶融亜鉛
めっき鋼板への変換が図られている。
【０００４】
これまで亜鉛めっきのみを形成したいわゆる純亜鉛めっき鋼板は、低コストで電気めっき
法及び溶融めっき法のいずれでも製造することができるが、自動車車体に使用されること
は希であった。この理由は、スポット溶接時に電極に多量の亜鉛が蓄積されやすく、電極
の寿命が短くなる（スポット溶接性が悪い）という問題や、プレス成形時に亜鉛めっきの
金型への凝着、鋼板表面のかじりやプレス割れ等が発生しプレス加工性が悪いという問題
があったからである。
【０００５】
このような亜鉛めっき鋼板の問題点を解決する方法として、亜鉛めっきの表面にリン酸亜
鉛系皮膜を有する鋼板が提案され、欧州ではすでに使用されている。元々、欧州では製造
困難な合金めっき鋼板が入手困難なことと、厚目付けの電気亜鉛めっき鋼板の製造コスト
が低いこと（電気コストが低い）から亜鉛めっき鋼板の使用が進んでおり、プレス金型や
溶接機等も亜鉛めっき鋼板に適用可能な工夫設計がなされている。また、亜鉛めっき鋼板
においても、プレス成形性改善のため、亜鉛めっきの表面にリン酸亜鉛系皮膜を有する表
面処理鋼板が採用されている。
【０００６】
なお、日本では従来から合金めっき鋼板が使用されており、この合金めっき鋼板は、通常
、プレス成形性やスポット溶接性が良好であるため、亜鉛めっき鋼板で生じるようなプレ
ス割れや溶接性の問題が生じることは極めて少ない。
しかしながら、この合金めっき鋼板用に使用されていたプレス金型を用いて亜鉛めっき鋼
板をプレス加工すると、プレス割れが生じやすい。
【０００７】
よって、割れの問題を生じること無く、亜鉛めっき鋼板をプレス加工するには、プレス金
型を変更、すなわち自動車車体のデザイン設計を変更（モデルチェンジ）する以外は方法
が無く、亜鉛めっき鋼板を現行のプレス金型にそのまま適用することはできないという問
題点があった。
【０００８】
亜鉛めっき鋼板のプレス成形性の問題を解決する方法としては、上述したように、欧州で
行われているのと同様に、亜鉛めっき鋼板において、その表面にリン酸亜鉛系皮膜を形成
させる方法が有用である。この方法によって、プレス成形性は大幅に改善され、かなりの
部品が、従来の合金めっき鋼板で使用されていたプレス金型を変更することなく、このプ
レス金型を用いてプレス加工することが可能になる。
この理由は、リン酸亜鉛系皮膜がプレス金型と亜鉛めっきの直接接触を防ぎ、緩衝層とし
て働くこと、加えて、リン酸亜鉛系皮膜がその結晶の隙間に油を保持できるため、プレス
成形時に油がより多く供給されるためであると考えられている。
【０００９】
しかしながら、リン酸亜鉛系皮膜を有する場合でも、プレス条件によっては、または同じ
プレス条件で行ったときであっても何がしらのわずかな変動要因によっては、しばしば亜
鉛めっきで生じるようなかじりやプレス割れ等が発生する場合があるという問題があった
。
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【００１０】
プレス成形性を向上するための技術としては、例えば特公平 7－ 84673号公報に記載されて
いるように、鋼板表面粗さ Raを 2.0μｍ超えの範囲に制御することが有用であり、さらに
、このめっき鋼板では、鮮映性を向上させるために、鋼板表面粗さの規則性を表すパラメ
ータＳを 0.25以下と規定している。
しかしながら、鋼板表面粗さ Raが 2.0μｍ超えの範囲に制御するには、鋼板を圧延するた
めの圧延ロールの表面粗さを極めて大きくする必要がある。
【００１１】
通常、圧延ロールの表面粗さは、ショットブラスト法によりダル目を付けることによって
調整しているが、圧延ロールの表面粗さが極めて大きい場合には、圧延による摩耗も大き
くなり、圧延ロールの表面粗さはすぐに小さくなってしまい、ロール表面の粗さ管理コン
トロールや、頻繁なロール替えの作業等が必要になることから実用的ではない。加えて、
特公平 7－ 84673号公報には、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板のプレス成形性や
プレス割れの問題についての知見、さらに、塗料密着性や塗装後耐食性については全く示
されていない。
【００１２】
また、特開平 11－ 343581号公報には、鋼板表面の粗さ Raとりん酸塩皮膜量を制御すること
により、プレス成形性を向上する技術が開示されている。すなわち、この公報記載によれ
ば、りん酸塩皮膜量が多くなると潤滑性が低下するが、算術平均粗さ Raが大きいときには
、りん酸塩皮膜量が多い場合にも、剥離したりん酸塩皮膜（これが潤滑性を阻害する。）
が凹部に補足されるために潤滑性を阻害せず、プレス成形性が向上することを見出した結
果として、算術平均粗さ Raとりん酸塩皮膜のりん換算付着量を規定したものである。
【００１３】
特開平 11－ 343581号公報記載のめっき鋼板は、めっき層が比較的硬い合金めっき鋼板の場
合や、めっき層が軟らかい亜鉛めっき鋼板であって鋼板表面に油が充分に塗布されている
場合には、りん酸塩の油保持能力が有効に発揮されて潤滑性が良いため、プレス成形性が
優れていると考えられる。
しかしながら、上記めっき鋼板は、めっき層が軟らかい性質を有しかつ無塗油状態の亜鉛
めっき（合金化していないいわゆる純亜鉛めっき）鋼板の場合においても、かじりのない
良好なプレス成形性を満足させるものではなく、特に高面圧でプレスされる条件下、低粘
度油使用条件下（季節によっては気温によっても粘度は下がる。）、揮発性が高い油使用
条件下（これも気温によっても揮発性は変化する。）などの条件もしくは条件変動によっ
ては、部分的なかじりがひどく、全くプレスできないものもあった。
【００１４】
一方、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の表面粗さを規定した技術としては、特
公平 6－ 6793号公報に記載がある。この記載によれば、Ｒ maxを６～ 30μｍにすることによ
り、塗料との密着性を改善する技術であり、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の
プレス成形性については示唆や開示がない。
【００１５】
以上より、上述した従来の技術は、プレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性の全て
を満足するものではなかった。
【００１６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、プレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性の全てに優れた亜鉛めっ
き鋼板を提供することにある。特にプレス成形時に油切れを生じるような苛酷なプレス条
件であっても、優れたプレス成形性を示すリン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板を提
供することにある。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、まず、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板のプレス成形性を改善す
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るため、亜鉛めっき鋼板と亜鉛系合金めっき鋼板のプレス成形時における表面変化の違い
を調査した。
【００１８】
プレス成形性には、母材の材質と表面の滑り性の両方の影響を受けるが、本発明では、表
面の滑り性の影響のみが現れる摺動性試験によって調査した。つまり、摺動性が優れてい
ればプレス成形性が優れていることを意味する。
図 1(a),(b)は、摺動性試験前後の亜鉛めっき鋼板の表面を、走査型電子顕微鏡によって観
察したときのものであり、図 2(a),(b)は、摺動性試験前後の亜鉛－ニッケル合金めっき鋼
板の表面を、走査型電子顕微鏡によって観察したときのものである。
亜鉛めっき鋼板は、摺動性試験前では、図 1(a)に示す表面状態であったものが、摺動性試
験後には、図 1(b)に示すように、表面が潰されて平らになった面積（黒い部分）が多くな
っているのがわかる。一方、亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板では、図 2(a),(b)に示すよう
に、摺動性試験前後で表面状態がほとんど変化していないのがわかる。
【００１９】
亜鉛めっき鋼板と亜鉛系合金めっき鋼板とにおいて、上記のような表面状態の違いが生じ
る理由としては、亜鉛めっきが亜鉛系合金めっきに比べて非常に軟らかいため、亜鉛めっ
きの表面凹凸が潰れやすく、一方、亜鉛系合金めっきは比較的硬く、表面凹凸が潰れにく
いためであると考えられる。
すなわち、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板であっても、プレス条件によっては
(例えばビードによる押えがきつい等により )、局部的に高面圧条件になる部分を生じ、そ
の部分で亜鉛めっきが潰れることにより、リン酸亜鉛系皮膜の表面に存在していた油がプ
レス初期に吹き出してしまい、このため、油切れ状態を発生しリン酸亜鉛系皮膜の油保持
供給能力を生かせず、プレス割れに至ったものと考えた。
【００２０】
そこで、本発明者らは、表面粗さが異なる種々のリン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼
板のプレス成形性を評価するため、かかる亜鉛めっき鋼板の表面を溶剤脱脂した後、すな
わち表面に潤滑油が全く存在しない無塗油状態で摺動性試験を行ったところ、摩擦係数μ
の値とプレス成形性に良い相関が見られた。
【００２１】
すなわち、上記亜鉛めっき鋼板は、高面圧となるプレス条件の場合には、めっきの凹凸が
潰れやすく油切れ状態が発生しやすいが、鋼板表面の粗さをコントロールすれば、高面圧
条件でも表面の潰される面積が低減されて、鋼板と金型の接触面積が広がることによって
摺動抵抗が大きくなる現象を低減することができ、加えて、表面凹凸が潰されないで残存
する面積割合が多くなるため、リン酸亜鉛系皮膜の油保持供給能力を生かすことも有効と
なる結果、プレス成形性が格段に向上することを見出した。
【００２２】
また、本発明者らは、さらに、塗料密着性および塗装後耐食性を向上させるための検討を
行ったところ、該りん酸亜鉛系皮膜中に Niおよび Mnを適正量含有させることによって、塗
料密着性および塗装後耐食性が飛躍的に向上することを見出し、本発明を完成させるに至
ったのである。
【００２３】
すなわち、本発明の要旨は以下に示す通りである。
(1) 表面にりん酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板において、該りん酸亜鉛系皮膜の付
着量が 0.5～ 3.0 g/m2であり、該りん酸亜鉛系皮膜が 0.3～ 1.5 mass％の Niおよび 3.0～ 5.0
 mass％の Mnを含有し、さらに、算術平均粗さ Raが 1.0～ 2.0μｍ、かつ 10点平均粗さ Rzが 4
.5μｍ以上であることを特徴とするプレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性に優れ
た亜鉛めっき鋼板。
【００２４】
【発明の実施の形態】
本発明の表面処理鋼板の素材としては、亜鉛めっき鋼板を用いる。なお、本発明でいう「
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亜鉛めっき鋼板」とは、いわゆる純亜鉛めっき鋼板を意味するが、亜鉛めっき皮膜には、
通常、めっき不純物として、鋼板からの溶出成分（ Feその他の鋼中成分）や他の種類のめ
っきとセル等の設備併用による不純物の混入（ Ni， Sn， Al等）を不可避的に含んでいるの
が一般的であるため、これらの成分も含むものとする。
また、亜鉛めっきの形成は、電気めっき法を用いても溶融めっき法を用いてもよく、特に
限定はしない。
【００２５】
さらに、本発明では、亜鉛めっき上にはリン酸亜鉛系皮膜を有する。
リン酸亜鉛系皮膜の付着量は、 0.５  ～ 3.0ｇ／ｍ 2  の範囲であることが必要である。前記
付着量が 0.5ｇ／ｍ 2  未満だと、塗油状態でもリン酸亜鉛系皮膜による油保持力が充分に
発揮できず、また、金型と、リン酸亜鉛系皮膜表面から露出した亜鉛めっきとが直接接触
するのを避けることができなくなり、リン酸亜鉛系皮膜の形成によるプレス成形性の向上
効果が不十分となるからである。一方、前記付着量が 3.0ｇ／ｍ 2  よりも多いと、リン酸
亜鉛系皮膜の形成に長時間を要しコストがかさむだけでなく表面の摩擦抵抗が大きくなる
結果、逆にプレス成形性が劣化するからである。
【００２６】
また、本発明では、プレス成形性とさらには塗料密着性および塗装後耐食性を向上させる
ため、リン酸亜鉛系皮膜中には 0.3～ 1.5 mass％の Niと 3.0～ 5.0 mass％の Mnを含有するこ
とが必要である。
リン酸亜鉛系皮膜中に含有する Niと Mnが、リン酸亜鉛結晶（ Zn3 (PO4 )2・ 4H2 O／ Hopeite）
中にどのような形態で存在するかは明らかではないが、 Niと Mnを含有していても、Ｘ線回
折パターンでは Hopeiteしか検出されないことから、 Niと Mnは、 Znと置換する形で存在す
るものと考えられる。
【００２７】
リン酸亜鉛系皮膜中の Ni含有量を 0.3～ 1.5 mass％としたのは、 0.3mass％未満だと、塗料
密着性や塗装後耐食性が劣るからであり、 1.5mass％を超えると、コスト高になり、また
、外観むらを生じやすくなるからである。
【００２８】
また、リン酸亜鉛系皮膜中の Mn含有量を 3.0～ 5.0 mass％としたのは、 Mnを 3.0 mass％以
上含有することにより、プレス成形性が向上するからであり、また、 Mnを多く含有するほ
ど、プレス成形性の向上効果は大きくなる傾向があるものの、 5.0 mass％を超えて含有す
ると、電着塗料との密着性が劣化するからである。
【００２９】
さらに、本発明では、上記リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の表面粗さを、 JIS 
B 0601-1994で規定された算術平均粗さ Raを 1.0～ 2.0μｍとし、かつ同様に規定された 10
点平均粗さ Rzを 4.5μｍ以上とすることが必要である。算術平均粗さ Raを 1.0～ 2.0μｍと
しかつ 10点平均粗さＲｚを 4.5μｍ以上とすることにより、プレス成形時に高面圧となっ
て油切れを生じるような条件（無塗油条件）でも優れたプレス成形性を発揮することがで
きる。
【００３０】
表面粗さを上記した範囲に管理する手段としては、素地鋼板またはめっき鋼板の圧延時の
ロールをショットブラスト法その他の表面加工法によってダル加工を施したロールで圧延
する方法を使用することが好ましい。
【００３１】
算術平均粗さ Raを 1.0～ 2.0μｍとする理由としては、鋼板表面に油が充分に行き渡ってい
る条件では、算術平均粗さ Raが 1.0μｍ未満の場合でも充分な摺動性（プレス成形性）を
示すが、鋼板表面に油が充分に行き渡っていない条件、特に無塗油条件下では、算術平均
粗さ Raが 1.0μｍ未満だと、摺動性が極めて悪くなりかじりが発生しやすくなるので、算
術平均粗さ Raを 1.0μｍ以上とした。一方、算術平均粗さ Raが 2.0μｍよりも大きい場合に
は、鋼板の表面粗さをコントロールする圧延ロールの摩耗が顕著に発生し、実用的ではな
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いため、算術平均粗さ Raを 2.0μｍ以下とした。
【００３２】
しかしながら、本発明では、算術平均粗さ Raを上記範囲に制御した構成だけでは十分では
なく、高面圧となって油切れを生じるような条件（特に無塗油条件）では、特に、 10点平
均粗さ Rzがプレス成形性に大きく関係し、 10点平均粗さ Rzを 4.5μｍ以上にすることがプ
レス加工性を向上させるのに重要であることを見出した。
【００３３】
すなわち、プレス成形時の面圧が高くなる場合は、亜鉛めっきの凹凸が潰されて平坦にな
る面積が拡大するのは容易に想像でき、実際にもこのような現象が起こっているが、油切
れが生じるような条件でも、プレス金型に鋼板表面が直接接触し、滑りにくくなるため、
面圧が高くなる場合と同様に亜鉛めっきの表面凹凸が潰されて平坦になる面積が拡大する
ことがわかった。
【００３４】
図 3(a)～ (c)は、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の摺動性試験前後の表面形状
を三次元粗度計にて測定したときのプロフィール（ profile）を示したものであり、図 4(a
)～ (c)は、亜鉛－ニッケルめっき鋼板の摺動性試験前後の表面形状を三次元粗さ計にて測
定したプロフィールを示したものであり、図 3(a)および図 4(a)は、摺動性試験を行う前の
表面形状のプロフィール、図 3(b)および図 4(b)は、塗油状態で摺動性試験を行った後の表
面形状のプロフィール、そして、図 3(c)および図 4(c)は、鋼板表面の油を脱脂した無塗油
状態で摺動性試験を行った後の表面形状のプロフィールである。
【００３５】
亜鉛－ニッケルめっき鋼板では、図 4(a)～ (c)からもわかるように、摺動性試験前後で表
面形状のプロフィールはほとんど変化していない。
【００３６】
一方、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板では、塗油状態で摺動性試験を行った場
合（図 3(b)）と、無塗油状態で摺動性試験を行った場合（図 3(c)）とで、押付け荷重は同
じであるにもかかわらず、無塗油状態では亜鉛めっきの表面凹凸が潰されて平坦になる面
積が拡大することがわかった。
すなわち、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板では、表面が平滑化することによっ
て、鋼板表面とプレス金型の接触面積が増加して、摺動抵抗が大きくなる結果、プレス成
形性が低下するものと考えられる。
【００３７】
ここで、図 3(c)から、表面凹凸が潰されないで凹部になっている部分がある程度残ってい
ることがわかるが、この部分では、実際のプレス成形ではまだ油が完全に吹き出さずに残
っており、高面圧条件での油切れ防止に寄与しているものと考えられる。
【００３８】
これらのことから、本発明者らは、プレス成形時に、表面が平滑化する面積を低減するこ
とが、無塗油状態になった場合でも摺動抵抗そのものを低下させることになること、さら
には、油保持部を多く残存させて無塗油状態を引き起こしにくい表面形状にすることが有
効であると考えた。
【００３９】
また、プレス油が充分に表面に付着した場合、算術平均粗さ Raをコントロールすることが
、安定して優れたプレス成形性を発揮するには有効である。これは、算術平均粗さ Raは、
下記に示す（１）式に基づく計算式から求められる値であり、平均線からの積分値によっ
て求められるため、算術平均粗さ Raの値が大きいことは、すなわち油保持量が多いことを
意味するからである。
【００４０】
【数１】
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【００４１】
ところが、無塗油状態でのプレス成形性は、りん酸亜鉛皮膜を有するめっき鋼板でも、め
っき種類によって大きく異なること、特に亜鉛めっき（合金化していないいわゆる純亜鉛
めっき）の場合には、従来、塗油条件下では有効であった算術平均粗さ Raをコントロール
するだけでは、かじりの発生は抑えられないが、本発明では、算術平均粗さ Raに加えて、
さらに、 10点平均粗さ Rzをコントロールすることによって、初めて無塗油条件下での表面
の平滑化を抑え、かじりの発生の無い優れたプレス成形性を有する亜鉛めっき鋼板が得ら
れることを見出した。
【００４２】
図 5(a)～ (e)は、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の種々の表面形状を模式的に
表わしたものである。
図 5(a)に示す表面形状は、図 5(b)に示す表面形状の 1/2程度の算術平均粗さ Raであり、 10
点平均粗さ Rzが両者でほぼ同じであるが、無塗油での摺動性を調べたところ、両者で摺動
性に大きな差は認められなかった。
一方、図 5(c) に示す表面形状は、図 5(b)に示す表面形状とほぼ同じ算術平均粗さ Raであ
り、 10点平均粗さ Rzが２倍であるが、無塗油での摺動性を調べたところ、無塗油での表面
の平滑化が少なく、図 5(b)に示す表面形状に比べて、優れた摺動性を発揮する。
また、図 5(e) に示す表面形状は、図 5(d)に示す表面形状とほぼ同じ算術平均粗さ Raであ
り、 10点平均粗さ Rzが２倍であるが、無塗油での摺動性を調べたところ、無塗油での表面
の平滑化が少なく、無塗油での摺動性に優れる。
つまり、 10点平均粗さ Rzが大きいことが、プレス成形性に極めて重要であることを見出し
た。
【００４３】
図６は、算術平均粗さ Raと 10点平均粗さ Rzが異なる種々のリン酸亜鉛系皮膜（付着量： 1.
0 g/m2、 Ni含有量： 0.7mass％、 Mn含有量： 3.5mass％）を有する亜鉛めっき鋼板を作製し
、これらの亜鉛めっき鋼板において、無塗油で摺動性試験を行い、摺動性を評価したとき
の結果を示したものである。なお、摺動性の判定基準は、後述する実施例の記載と同じ基
準で行った。
【００４４】
図６の結果から、算術平均粗さ Raが 1.0～ 2.0μｍの範囲でかつ 10点平均粗さ Rzが 4.5μｍ
以上であるとき、無塗油条件下における摺動性が改善されていることがわかる。
10点平均粗さ Rzを 4.5μｍ以上と大きくする手段としては、調質圧延ロールの粗さパター
ンを制御することが有用であり、この場合、意図的に図 5(c)あるいは図 5(e)に示す表面形
状になるようにダル目をつける必要がある。例えば、調質圧延ロールの粗さパターンを放
電加工やレーザー加工で制御する場合には、ダル目の形状が決まっているので制御が容易
である点で有利である。また、調質圧延ロールの粗さパターンをショット加工で制御する
場合には、図 5(c)に示す表面形状になるように、ショット材の形状を変える方法や、図 5(
e)に示す表面形状になるように、ショット材の大きさを変える等によって制御すればよい
。
【００４５】
上述したところは、この発明の実施形態の一例を示したにすぎず、請求の範囲において種
々の変更を加えることができる。
【００４６】
【実施例】
次に、この発明の実施例について説明する。
表面粗さの異なる冷延鋼板に電気亜鉛めっきを施すことによって種々の亜鉛めっき鋼板を
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作製するか、または、冷延鋼板に溶融亜鉛めっきを施した後、スキンパス圧延を行うこと
によって表面粗さの異なる種々の亜鉛めっき鋼板を作製した。その後、各亜鉛めっき鋼板
上に、表１に示す浴組成のリン酸亜鉛系処理液でリン酸亜鉛系皮膜を形成し、以下に示す
試験方法によって性能を評価した。
比較のため、従来の電気亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板（比較例６）についても併せて作
製し、同様に性能を評価した。
【００４７】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４８】
以下に試験方法を示す。
〔平面摺動性〕

作製した上記鋼板から採取した長さ 300mm および幅 20mmの試験片について、その表面を溶
剤脱脂後、防錆油（出光興産製 Z5）を  1.5ｇ／ｍ 2  で塗布した後、以下に示す条件にて、
平面摺動性試験を行い、摩擦係数μを測定した。
ダイ形状　　：  10ｍｍＬ× 20ｍｍＷの長平面
押し付け荷重：  24.5 Ｎ／ｍｍ２

引抜き速度　：  1000　ｍｍ／分
摺動長さ　　：  100ｍｍ
試験温度　　：  室温
【００４９】

作製した上記鋼板から採取した長さ 300mm および幅 20mmの試験片について、その表面を溶
剤脱脂後、そのまま塗油しない以外は塗油した場合と同じ条件で平面摺動性試験を行い、
摩擦係数μを測定し、以下に示す判定基準にて評価した。
摩擦係数μの判定基準
◎：μが０．２未満の場合、
○：μが０．２以上、０．３未満の場合、
△：μが０．３以上、０．４未満の場合、
×：μが０．４以上、または試験片破断によりμ測定不能の場合
【００５０】

また、無塗油の摺動性試験では、さらにかじりの発生状況についても目視観察し、以下の
基準にて判定した。
○：かじり無し、
△：かじり発生 、
×：かじり発生大
【００５１】
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〔繰り返し摺動性〕
作製した上記鋼板から採取した長さ 300mm および幅 20mmの試験片について、その表面を溶
剤脱脂後、防錆油（出光興産製 Z5）を  1.5ｇ／ｍ 2  で塗布した後、以下の条件にて繰り返
し摺動性試験を行い、かじりが発生するまでの回数を調べ、繰り返し摺動性を、５回以上
の場合を「○」、三回以上 5回未満の場合を「△」、そして、３回未満の場合を「×」と
して評価した。
ダイ形状　　：  両面凸型  （凸 R:20ｍｍ )
押し付け荷重：  7.84 kＮ
引抜き速度　：  1000　ｍｍ／分
摺動長さ　　：  100ｍｍ
試験温度　　：  室温
【００５２】
〔調達性〕
調達性は、製造の容易さを調査し、製造が容易な場合を「○」、製造が困難な場合を「×
」として評価した。
【００５３】
〔塗料密着性〕
塗料密着性は、耐水二次密着性試験により評価した。
作製した上記各鋼板は、自動車車体製造工程に準じて、通常のアルカリ脱脂、次いで表面
調整を行ったのち、りん酸塩処理液 SD2500（日本ペイント（株）社製）に２分間浸漬した
。その後、日本ペイント（株）社製のＶ 20電着塗料（浴温： 28～ 30℃）を用いて電着電圧
250 Ｖ、 180 秒間通電して電着塗装を施し、 165 ℃で 20分間焼き付けし電着塗膜（膜厚：
20μ m ）を形成した。次いで、自動車用中塗り塗装 OTO-870H (日本ペイント（株）社製）
と自動車用上塗り塗装 OTO650 (日本ペイント（株）製）をそれぞれ 40μｍの厚さで塗布し
、  50℃の純水に 10日間浸漬したのち取り出し、直ちに２ mm幅のナイフによるクロスカッ
トを入れた後、碁盤目テープを用いた剥離試験を行い，塗膜の剥離状況を観察した。そし
て、剥離試験後の塗膜残存率が 95～  100％である場合を良「〇」、同塗膜残存率が 85％以
上 95％未満である場合を可「△」および同塗膜残存率が 85％未満を不可「×」として評価
した。
【００５４】
〔塗装後耐食性〕
作製した上記各鋼板は、自動車車体製造工程に準じて、通常のアルカリ脱脂、次いで表面
調整を行ったのち、りん酸塩処理液 SD2500（日本ペイント（株）社製）に２分間浸漬した
。その後、日本ペイント（株）社製のＶ 20電着塗料（浴温： 28～ 30℃）を用いて電着電圧
250 Ｖ、 180 秒間通電して電着塗装を施し、 165 ℃で 20分間焼き付けし電着塗膜（膜厚：
15μ m ）を形成して、供試材とした。電着塗装後のサンプルは、ナイフによるクロスカッ
トを入れた後、下記に示すサイクル条件で複合サイクル腐食試験を行い、下記に示す膨れ
幅と板厚減少量を測定することによって塗装後耐食性を評価した。尚、電着塗装後耐食性
は、 Znめっき量の影響も大きいので、本試験に際しては全て Znめっきの付着量が 40 g/m2

のものを作製して評価した。
【００５５】

塩水噴霧（ 35℃ , 6h）→乾燥（ 50℃ , 3h）→湿潤（ 50℃ , 14h)→放置（ 35℃ , 1h）
【００５６】

上記サイクル条件で 30サイクルの複合サイクル腐食試験を行った後に各供試材を取り出し
、クロスカット部からの片側膨れ幅を最大から 5点測定し、平均値を膨れ幅とし、この膨
れ幅が、０ｍｍ以上、６ｍｍ未満の場合を「○」、６ｍｍ以上、 10ｍｍ未満の場合を「△
」、そして 10ｍｍ以上の場合を「×」として評価した。
【００５７】
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上記サイクル条件で 90サイクルの複合サイクル腐食試験を行った後に各供試材を取り出し
、電着塗膜を剥離した後、最大腐食深さを測定し、この測定した最大腐食深さの値が、０
ｍｍ以上、 0.1ｍｍ未満の場合を「○」、 0.1ｍｍ以上、 0.3ｍｍ未満の場合を「△」、そ
して、 0.3ｍｍ以上の場合を「×」として評価した。
【００５８】
表２にこれらの評価結果を示す。
【００５９】
【表２】
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【００６０】
表２に示す評価結果から明らかなように、実施例はいずれも、平面摺動性および繰り返し
摺動性に優れているとともに、塗料密着性や塗装後耐食性についても優れており、特に、
無塗油の場合であっても、亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板と同等の優れたプレス成形性を
有することがわかる。
【００６１】
【発明の効果】
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本発明によって、プレス成形性、塗料密着性および塗装後耐食性の全てに優れた亜鉛めっ
き鋼板、主に自動車車体用鋼板や家電用鋼板として供される表面処理鋼板の提供が可能に
なった。
特に、本発明の亜鉛めっき鋼板は、プレス成形時に油切れを生じるような苛酷なプレス条
件下であっても、優れたプレス成形性を有するため、これまで適用できなかった高面圧と
なるような難成形部品の材料に対しても適用できるようになった点で大きな意義がある。
【図面の簡単な説明】
【図１】　亜鉛めっき鋼板の表面を走査型電子顕微鏡によって観察したときの図面代用写
真であり、 (a)は  摺動性試験前の表面、 (b)は摺動性試験後の表面を示す。
【図２】　亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板の表面を走査型電子顕微鏡によって観察したと
きの図面代用写真であり、 (a)は  摺動性試験前の表面、 (b)は摺動性試験後の表面を示す
。
【図３】  リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の表面三次元プロフィールを示す図
であり、 (a)は摺動性試験前、 (b)は摺動性試験後（塗油状態）、および (c) 摺動性試験後
（無塗油状態）を示す。
【図４】  亜鉛－ニッケル合金めっき鋼板の表面三次元プロフィールを示す図であり、 (a)
は摺動性試験前、 (b)は摺動性試験後（塗油状態）、および (c) 摺動性試験後（無塗油状
態）を示す。
【図５】　 (a)～ (e)は、リン酸亜鉛系皮膜を有する亜鉛めっき鋼板の種々の表面形状を模
式的に表わしたものである。
【図６】  　算術平均粗さ Raと 10点平均粗さ Rzが異なる種々のリン酸亜鉛系皮膜を有する
亜鉛めっき鋼板を作製し、無塗油で摺動性試験を行ったときの算術平均粗さ Raと 10点平均
粗さ Rzとが摺動性に及ぼす影響を示した図である。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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